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保健福祉審議会地域共生専門部会

本市の包括的支援体制構築に係る取組の進捗状況について（報告）

１ 概要

令和３年度から令和７年度の５か年を計画期間とした「第３期廿日市市地域福祉計画」（以

下「第３期計画」という。）に基づき、地域福祉推進に係る取組を土台としながら、令和３年

度から開始した重層的支援体制整備事業の展開を軸とした、包括的な支援体制の構築に取り

組んでいる。

令和３年度までの地域共生専門部会（以下「本専門部会」という。）の議論において明らか

になったいくつかの課題を、令和４年度における本専門部会の「議論の柱」として整理したう

えで、関連施策を展開してきたところである。

２ 「第３期廿日市市地域福祉計画」の体系及び議論の柱

（１）「第３期計画」の施策体系 （計画P16参照）

基本目標・行動目標

基本目標１ 多様性を受け入れる「ふくし文化」の創出

基本目標２ つながりの礎となる日々の暮らしの再考

基本目標３ 暮らしを守る安心・安全のセーフティネット

基本目標４ 多様な選択肢を生み出す新しい支え合いの成熟

協働プロジェクト

協働プロジェクト１ 包括的な支援体制の構築

協働プロジェクト２ 避難支援活動の実践支援と庁内連携体制の構築

成年後見制度利用促進（廿日市市成年後見制度利用促進計画）

再犯防止・更生支援（廿日市市再犯防止推進計画）

（２）令和４年度「議論の柱」

３ 進捗状況と評価

（１）進捗状況の確認方法

各柱における進捗（相談件数及び相談者の傾向、基本目標等に基づく各種取組の実施内容

及び自己評価による達成度・進捗度、地区・地域における支え合いの仕組みの熟度など）を

資料等により報告し、本専門部会委員の意見、助言を受け検証を行った。

議論の柱 趣旨

Ⅰ 相談支援機能の発揮
廿日市市が進めようとする包括的支援体制づくりのうち、

主に「相談支援」に関する取組の進捗

Ⅱ 地域（自治組織や協議体）を中心

とした多様な主体による見守り・支

え合いネットワークづくり

「第３期計画」に基づく取組の進捗（見守り・支え合いづ

くりに係る取組、避難支援活動を中心に）

Ⅲ 地域における多様な社会資源の

可視化及び開発

重層的支援体制整備事業の必須事業である「参加支援事業」

を中心とした社会資源に関する取組の進捗

Ⅳ 第１層協議体としての包括的支

援に向けた方針の確立

第２層、第３層協議体の現状及び方向性の共有、第１層協

議体として市域全体を視野に入れた議論のための課題整理

基本理念：誰もが つながり合い 一人ひとりが

幸せを感じながら暮らせる 多様な選択ができるまち
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（２）進捗状況

【Ⅰ 相談支援機能の発揮】

・ 既存の相談支援機関が持つ強みや、これまで分野別に実施してきた既存の支援が生きる

よう、ある程度の縦割りは残しながら、既に構築されているネットワークを最大限に生かし

た体制を整えた。

図：廿日市市の包括的支援体制図

・ 相談まるごとサポートデスク

相談対応を行った実績はあるが、全体的には館内案内への対応が多く、相談の入口として

機能しているとは言いがたい状況であり、役割の再整理が必要である。

【Ⅱ 地域（自治組織や協議体）を中心とした多様な主体による見守り・支え合いネットワー

クづくり】

・ 「第３期計画」理念の普及啓発、地域福祉活動の担い手育成の取組、土砂災害特別警戒区

域（レッドゾーン）に居住する要支援者の個別避難計画づくり、市内社会福祉法人を対象と

した包括的支援体制づくりに関する情報交換会の開催など、地域を取り巻くさまざまな主

体を対象に、必要な取組を実施した。

【Ⅲ 地域における多様な社会資源の可視化及び開発】

・ 制度の狭間のニーズに対応できるよう、市社会福祉協議会と連携して包括的支援に取り

組む新たなパートナーを発掘するため、市内の企業・事業所２１社に対し、ヒアリングを実

施した。ヒアリング結果については、支援者間で共有できるようリスト化している。

【Ⅳ 第１層協議体としての包括的支援に向けた方針の確立】

・ これまでの議論や意見、助言を経て、本専門部会が解決に向けて議論する必要があると考

えられる「全市的な共通課題」を４つに整理した。

Ø 地域のことを協議する場づくり（協議体）

Ø 多機関の連携方策

Ø 地域を取り巻く環境の変化への対応

Ø これからの担い手

包括的相談支援事業 アウトリーチ

多機関協働事業

参加支援事業

相談支援ネットワーク会議健康福祉
総務課FM

生活福祉課

FM

障害福祉課
FM

こども課FM

子育て応援室
FM

地域包括ケ
ア推進課FM

各支所　FM

五師士会
FM

市社協

FM きらりあ

FM

各所属相談窓口

各支所・市民センター

相談まるごと

サポートデスク

地域づくり事業

・分野ごとの相談支援（一部委託）

・自所属以外の相談内容において

も適切に聞き取り、つなぐ

・フィールドマネジャー
のプラットフォーム

・多機関の連携による

個別支援の実施
・支援の方針や役割分

担を決定
・支援状況の定期的な

進捗確認、終結判断

・課題を抱えた利用者のニーズを把握し、支援メ
ニューとの丁寧なマッチング及びメニューづくり

・社会資源の開発、拡充
※市社会福祉協議会へ委託、強みを発揮

生活支援体制整備事業（市社協へ委託）、通いの場づくり、子育て支援セン

ター（一部委託）、支え手育成、地域自治組織・支所、市民センター事業との
連携…

・支援が届いていない人に支援を届ける

・自宅訪問などにより、本人との信頼関係を構築
する　※一般社団法人へ委託

定例会（月１回）／ケース会議（随時）
　　　　　　　　　　　　　　　　　＝重層的支援会議、支援会議

地域振興課
FM

学校教育課
FM
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（３）本専門部会委員からの意見、助言等 ※要点抜粋

u 相談窓口や活用できる施設など、よいものが多くあるにも関わらず、これを知らない市

民が多い。相談まるごとサポートデスクも含め、ターゲットに併せた周知が必要である。

u 相談対応については、サテライト型での運営も検討されたい。

u 早期に問題に気付くことができるのは、地域の身近な範囲の人。例えば、薬局やコンビ

ニのように、普段の暮らしの延長線上にあるものならつながることができるため、接点

となる「ついで」の入口を多くつくっていくことが大事である。

u 企業・事業所との連携など、他分野の主体との連携は、具体的な「役立ち方」のイメー

ジを例示するよい。

u 地域生活（活動、行事等）に参加せず、断ることが容易にできるようになったことから、

地域を通して得られるはずのもの（「心の豊かさ、安心感、やすらぎ、一体感、達成感、

役割等」＝「本質的に変わらないもの、生きていく上で必要な要素等」）に触れる機会

を喪失してしまう危機感がある。

u 地域の担い手について、地域（活動、行事）への入口（きっかけ等）をどう作るかがポ

イントである。継続した動き（活動）となるよう、地域自治組織との連携を視野に入れ、

仕組みとすることも検討されたい。

４ 総括

包括的な支援体制のうち、相談支援について「受け止め、つなぐ」体制については一定程度

整ったが、今後に向けては、これらの機能発揮が急務である。

このためには、地域の多様な支援ニーズに対応できるつなぎ先や、支援の出口を作っていく

ことに加え、地域の支え合いの仕組みづくりと社会資源開発の加速を視野に、関係機関と連携

して取り組んでいく。

令和４年度における本専門部会での意見、助言を整理し、本市への提言としてまとめ、令和

４年度における本専門部会での議論の結果として、市が受領することとしている。

このことは、提言の内容を本市における地域共生社会の実現に向けた施策に反映し、事業を

展開することによって、再び地域へ還元されるといった好循環をつくっていくことを意図す

るものである。


